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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　施工対象地盤における支持層の深さに対応させて施工可能であり、最下端部に回転貫入
を容易に行うとともに、先端支持力を発現するための機構を有した既成杭であって、
　予測した支持層の深さに対応するように設計で定めた長さを有する杭本体と、
　既成杭の長さを調整するために、長さがそれぞれ異なる複数種類からなり、前記杭本体
の下端部に接続可能な補助杭と、
　前記杭本体と前記補助杭との間に設けた接続部と、
を備え、
　前記機構と前記杭本体とは、前記杭本体に軸力のみが作用する部分で分離可能であり、
　支持層が予測した深さよりも下部であった場合に、複数種類の長さを有する前記補助杭
の中から前記杭本体と接続することにより下端部が支持層に達する長さの補助杭を選択し
て、前記機構と前記杭本体とを分離した状態で、前記杭本体の下端部に対して選択した補
助杭を一体に接続した状態とする、
ことを特徴とする既成杭。
【請求項２】
　前記既成杭と前記機構とは、既成杭の先端から杭径Ｄの３～５倍の領域で分離する、
ことを特徴とする請求項１に記載の既成杭。
【請求項３】
　前記補助杭は、両端部にそれぞれ前記接続部を有し、長さ方向に連続して複数個を接続
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することが可能である、
ことを特徴とする請求項１又は２に記載の既成杭。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、既成杭に関するものであり、特に、施工現場において設計通りの長さを確保
することが可能な既成杭に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　構造物を建造する際には、構造物の重量を支持するための基礎構造の構築が必要であり
、特に大規模な構造物では、地盤中の支持層に達する杭基礎を施工するようになっている
。このような杭基礎には種々の形態があるが、場所打ち杭と既成杭とに大別することがで
きる。近年の都市開発においては、周辺地域にオフィスビルやマンション等の既存構造物
が存在するため、騒音規制や振動規制が実施されている。そこで、騒音規制や振動規制が
実施されている区域において、低騒音かつ低振動で杭基礎を施工する工法として、既成杭
を用いたプレボーリング工法が採用される場合が多い。
【０００３】
　既成杭を用いたプレボーリング工法は、例えば、アースオーガーを用いて施工対象地盤
を掘削するとともに、掘削孔内に根固め液や杭固定液を注入し、既製杭を沈設する工法で
ある。また、施工現場で調査ボーリング等を行って地盤構造を把握し、基礎構造である既
成杭の先端部が支持層に達するような設計を行っている。
【０００４】
　従来、杭の先端部を支持層まで確実に到達させるための技術が種々提案されている（例
えば、特許文献１、特許文献２参照）。特許文献１に記載された技術は、鋼管杭を、杭本
体とインサートパイルとで構成し、杭打機により杭本体を回転させることで螺旋翼によっ
て地盤を掘削して、杭本体を地盤に貫入させるようになっている。この工法では、螺旋翼
が目的とする支持層よりも浅い位置にある硬い中間層に突き当たり、杭本体の貫入が出来
なくなった場合には、杭本体にインサートパイルを挿入して尖った形状の先端部を中間層
に突き当て、インサートパイルの上端を打撃することで、螺旋翼で地盤を堀削して、硬い
中間層を破壊する。その後、杭本体を回転させて中間層を掘削し、最終到達点である支持
層に杭本体の先端を到達させるようになっている。
【０００５】
　特許文献２に記載された技術は、コンクリート杭の上部に鋼杭を接続するための接続構
造に関するものである。この技術は、コンクリート杭の上端部に接続具を固定し、鋼杭の
下端部にベースプレートを固定する。また、接続具にはネジ孔を形成し、ベースプレート
にはネジ孔に対向する位置に孔部を形成する。そして、ネジ孔と孔部とに螺着する連結用
ボルトを介して、コンクリート杭の上部に鋼杭を接続するようになっている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２０１２－１６２９４７号公報
【特許文献２】特開２００９－２９９４１２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、既成杭は、施工前の調査ボーリング等により支持層の深さを把握して、当該
支持層に到達する長さとなるように工場で製造し、施工現場に運び込まれる。しかし、施
工対象地盤は必ずしも一様であるとは限らず、調査ボーリング等により支持層の深さを実
測したとしても、支持層の深さ予測に誤差が生じることがある。特に、実際の支持層が予
測した深さよりも下部にあった場合には、予測に基づいて用意した既成杭の先端部が支持
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層に届かない場合もある。
【０００８】
　この場合には、支持層の深さに合致した既成杭を再発注する必要があり、工期が遅れる
ばかりでなく、施工費用も嵩んでしまう。構造設計に合致した構造物を施工するためには
、基礎構造の健全性が求められるのは当然であり、既成杭の管理においても、さらなる工
夫の余地があった。なお、用意した既成杭の長さが支持層の深さに合致しない場合に、既
成杭の上部に鋼杭等を継ぎ足したり、フーチングを形成したりして、杭の下端部を支持層
に到達させることも考えられる。
【０００９】
　しかし、杭の下端部においては、構造物の荷重を支持するための軸力（先端支持力）を
考慮するだけでよいが、杭の上部では、地震動等による構造物の揺れによる曲げモーメン
トを考慮しなければならない。したがって、既に行った構造計算に基づいて用意された既
成杭の上部に鋼杭等を継ぎ足す場合には、改めて構造計算を行って、構造物の健全性を確
保しなければならない。また、長さが不足する既成杭の下端部を支持層に到達させて、当
該既成杭と構造物との間を繋ぐフーチングを設けることも考えられるが、新たに設けるフ
ーチングの分だけ上部構造物の重量が増加し、改めて構造計算を行って、構造物の健全性
を確保しなければならない。このため、杭の下端部が支持層に達しない場合には、杭の下
端部に長さ調整用の部材を継ぎ足すことが好ましい。
【００１０】
　本発明は、上述した事情に鑑み提案されたもので、施工対象地盤における支持層の深さ
に対応させて施工可能であり、最下端部に回転貫入を容易に行うとともに、先端支持力を
発現するための機構を有した既成杭に対して、施工対象地盤の現状に合わせて、支持層に
確実に到達させることが可能な既成杭を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明の既成杭は、上述した目的を達成するため、以下の特徴点を有している。すなわ
ち、本発明の既成杭は、施工対象地盤における支持層の深さに対応させて施工可能であり
、最下端部に回転貫入を容易に行うとともに、先端支持力を発現するための機構を有した
既成杭であって、予測した支持層の深さに対応するように設計で定めた長さを有する杭本
体と、既成杭の長さを調整するために、長さがそれぞれ異なる複数種類からなり、杭本体
の下端部に接続可能な補助杭と、杭本体と補助杭との間に設けた接続部とを備えたことを
特徴とするものである。
【００１２】
　そして、機構と杭本体とは、杭本体に軸力のみが作用する部分で分離可能であり、支持
層が予測した深さよりも下部であった場合に、複数種類の長さを有する補助杭の中から杭
本体と接続することにより下端部が支持層に達する長さの補助杭を選択して、機構と杭本
体とを分離した状態で、杭本体の下端部に対して選択した補助杭を一体に接続した状態と
するようになっている。
【００１３】
　また、既成杭と機構とは、既成杭の先端から杭径Ｄの３～５倍の領域で分離することが
可能である。さらに、補助杭は、両端部にそれぞれ接続部を有し、長さ方向に連続して複
数個を接続することが可能である。
【発明の効果】
【００１４】
　本発明の既成杭は、施工対象地盤における支持層の深さに対応させて施工可能であり、
最下端部に回転貫入を容易に行うとともに、先端支持力を発現するための機構を有した既
成杭であり、支持層が予測した深さよりも下部にあった場合であっても、杭本体の下端部
に補助杭を接続して、設計通りの長さを有する既成杭とすることができるので、施工対象
地盤の現状に合わせて、既成杭の下端部を支持層に確実に到達させることが可能となる。
【００１５】
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　また、機構と杭本体とを、杭本体に軸力のみが作用する部分で分離して、杭本体の下端
部に対して選択した補助杭を一体に接続することにより、軸力のみを考慮すればよい既成
杭の下端部に補助杭を接続する構造であるため、改めて構造計算を行う必要がなく、設計
通りの基礎構造により構造物の健全性を確保することが可能となる。
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】本発明の実施形態に係る既成杭の分解斜視図。
【図２】本発明の実施形態に係る杭本体と補助杭とを接続した状態の側面図。
【図３】プレボーリング工法による既成杭の施工例を示す説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　以下、図面を参照して、本発明の実施形態を説明する。図１～図３は本発明の実施形態
に係る既成杭を説明するもので、図１は既成杭の分解斜視図、図２は杭本体と補助杭とを
接続した状態の側面図、図３はプレボーリング工法による既成杭の施工例の説明図である
。
【００１８】
　＜本発明の適用対象＞
　本発明に係る既成杭は、先端支持力の発現機構や施工方法に依存するものではなく、既
成杭全般に適用することができる技術である。すなわち、以下の説明ではプレボーリング
工法により施工する既成杭を例にとって説明を行うが、本発明に係る既成杭は、プレボー
リング工法により施工する既成杭だけではなく、他の工法により施工する既成杭にも適用
可能な技術である。
【００１９】
　＜プレボーリング工法＞
　本発明に係る既成杭は、例えば、支持地盤にまで達する掘削孔を形成し、当該掘削孔内
にコンクリート製等の既成杭を沈設するプレボーリング工法に適した技術である。この既
成杭を用いたプレボーリング工法は、図３に示すように、施工対象地盤に対して、アース
オーガー２０等を用いて、支持層に達するまで削孔を行う（ａ、ｂ）。そして、アースオ
ーガー２０を引き上げて、掘削孔３０内に根固め液や杭固定液からなる充填材４０を注入
する（ｃ）。その後、掘削孔３０内に既成杭１０を沈設して、既成杭１０の先端部を根固
め液により支持層に固定するとともに、既成杭１０の周面と掘削孔３０の内壁との空隙を
充填材４０により充填する（ｄ）。なお、図示しないが、掘削孔３０の下端部に、上部と
比較して径が大きな拡径部を形成してもよい。
【００２０】
　＜既成杭＞
　本発明の実施形態に係る既成杭１０は、施工対象地盤における支持層の深さに対応させ
て施工可能となっており、図１及び図２に示すように、杭本体１１と、杭本体１１の下端
部に接続可能な補助杭１２と、杭本体１１と補助杭１２とを接続する接続部１３とを備え
ている。
【００２１】
　＜杭本体＞
　杭本体１１は、設計により定めた長さを有している。すなわち、既成杭１０を施工する
には、予め調査ボーリング等を行って支持層の深さを予測し、当該支持層に達する長さの
既成杭１０を工場で製造して施工現場に搬送する。この設計により定めた長さを有する既
成杭１０が杭本体１１となる。支持層の深さが予測通りであれば、搬入した杭本体１１を
そのまま既成杭１０として使用する。
【００２２】
　一方、支持層の深さが予測よりも下部に位置し、搬入した既成杭１０では長さが足りず
、杭本体１１の先端部が支持層に到達しない場合には、図１及び図２に示すように、杭本
体１１の下端部に補助杭１２を接続して、補助杭１２の下端部が支持層に到達するように
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【００２３】
　＜補助杭＞
　補助杭１２は、杭本体１１と同様の外径を有する部材であり、既成杭１０の長さを調整
するための長さを有している。図２に示すように、補助杭１２の長さは、例えば、３０ｃ
ｍ、５０ｃｍ、１００ｃｍ程度とし、これらの長さの補助杭１２を組み合わせることによ
り、杭本体１１と一体となった既成杭１０を作成し、既成杭１０の下端部を支持層に到達
させる。
【００２４】
　＜接続部＞
　接続部１３は、杭本体１１と補助杭１２とを接続させるための部分で、例えば、図１に
示すように、杭本体１１の下端部と補助杭１２の上端部との間に設けたクイックジョイン
ト等からなる。また、補助杭１２にも、補助杭１２同士を接続するための接続部１３を設
けることが好ましい。なお、接続部１３の形状は、図１に示すものに限られず、杭本体１
１と補助杭１２、あるいは補助杭１２同士を接続することができればどのような構造であ
ってもよく、例えば、雌ネジ部及び雄ネジ部、コッタージョイント、スライドコッタージ
ョイント、ビクトリックジョイント、ワンタッチカプラージョイント、金属製固定具を介
しての溶接等、どのような接続構造であってもよい。
【００２５】
　なお、翼杭等のように、最先端部（最下端部）に回転貫入を容易に行うための機構や、
先端支持力を発現するための機構を設けた既成杭１０では、これらの機構の下部に補助杭
１２を接続するのではなく、これらの機構よりも上部であって、軸力のみが作用する部分
に補助杭１２を接続すればよい。すなわち、翼杭では、翼形状部分と杭本体１１とを分離
可能として、翼形状部分の上部であって、軸力のみしか作用しない領域部分に補助杭１２
を接続する。この場合、例えば、既成杭１０の先端から杭径Ｄの３～５倍程度の領域に、
補助杭１２を接続すればよい。
【００２６】
　＜既成杭の長さ調整＞
　本実施形態の既成杭１０は上述した構成からなり、支持層の深さが予測よりも下部に位
置し、搬入した既成杭１０では長さが足りない場合に、杭本体１１の下端部に１つまたは
複数の補助杭１２を接続することにより、杭本体１１と補助杭１２とが一体となった既成
杭１０の下端部を支持層に到達させる。この際、不足する杭本体１１の長さに合わせて、
適宜長さの補助杭１２を、単体でまたは組み合わせて使用する。
【００２７】
　＜他の実施形態＞
　図１に示す実施形態では、円筒状のコンクリート杭を想定して説明を行っているが、本
発明の既成杭１０は、図１に示すものに限られず、杭本体１１の下端部に補助杭１２を接
続できれば、どのような材質及び形状の杭であってもよい。
【符号の説明】
【００２８】
　１０　既成杭
　１１　杭本体
　１２　補助杭
　１３　接続部
　２０　アースオーガー
　３０　掘削孔
　４０　充填材
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